
 

地域医療の確保と公立病院改革の推進に関する調査研究会開催要綱 

総務省自治財政局準公営企業室 

 
１ 目 的 

 公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として地域医療の確保のため重要な役

割を果たしているが、依然として医師不足等の厳しい環境が続く中、持続可能な経営を確

保し切れていない病院も数多くみられる。また、人口減少や少子高齢化が急速に進展する

中で、医療需要が大きく変化することが見込まれており、国の進める医療提供体制の改革

と連携し、地域ごとに適切な医療提供体制の再構築に取り組んでいただくことが必要にな

っている。このため、当省では平成２７年３月に「新公立病院改革ガイドライン」を示し、

各地方公共団体に対して平成２８年度中に新公立病院改革プランを策定の上、改革に取り

組んでいただくよう要請したところである。 
 このような公立病院をめぐる経営環境や、医療提供体制の改革の動向等を踏まえ、地域

における医療提供体制の確保や公立病院の更なる経営改革を推進する観点から、このたび

当省で調査研究会を開催し、学識経験者や公立病院の経営に携わる者など専門的かつ優れ

た見識を有する者に意見を伺いつつ、公立病院に対する施策の在り方等について検討を行

うものである。 
 

２ 名称 

 本研究は、「地域医療の確保と公立病院改革の推進に関する調査研究会」（以下、「研究会」

という。）と称する。 
 
３ 研究テーマ 

 地域医療の確保のために必要な施策の在り方や新公立病院改革の推進に資する施策の在

り方等（地方財政措置を含む）を検討 
 

４ 構成員 

 別紙構成員名簿のとおりとする。 
 
５ スケジュール 

 平成 28 年９月から開催予定。 
 
 

資料１ 



６ 運 営 

① 研究会に、座長 1 人を置く。座長は、研究会を招集し、主宰する。 
② 座長は、不在の場合など必要の都度、これを代行する者を指名することができる。 
③ 座長は、必要があると認めるときは、必要な者に研究会への出席を求め、その意見を

聴取することができる。 
④ 座長は、必要があると認められるときは、研究会を公開しないものとすることができ

る。その場合には、研究会終了後、必要に応じブリーフィングを行うこととする。 
⑤ 研究会終了後、配付資料を公表する。また、速やかに研究会の議事概要を作成し、こ

れを公表するものとする。 
⑥ 本要領に定めるもののほか、研究会の運営に関し必要な事項は座長が定める。 

 
７ 庶務 

 研究会の庶務は、総務省自治財政局準公営企業室が行う。 
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